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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

（３）決算審査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務

公益法人・団体 団体検査担当 ○農林水産業組合の検査に関すること。

指導課 公益法人担当 ○公益法人及び宗教法人に係る事務の総括に関する

こと。

４ 職員の定員、現員調べ

種 別 事務職員 技術職員 現業職員 計

22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 備 考

区 分 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員 ７ ７ ３ ３ ０ ０ １０ １０

現 員 ７ ７ ３ ４ ０ ０ １０ １１

H21年度は

過不足(△) ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ １名（主幹）

過員配置

臨 時 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

協同組合検

非常勤職員 ３ ３ ０ ０ ０ ０ ３ ３ 査員

５ 役付職員の調べ

（平成２２年８月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

課 長 内田 克彦 ２年 ４月

検査専門員 太田垣 誠 １ ４

検査専門員 岩見 雄一 － ４

検査主幹 藤井 明彦 － ４

検査主幹 天野 収 － ４

主 幹 山田 一宏（兼） － ４ 行政監察課主任監察員
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６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

協同組合等

検査事業 ア 目的及び事業の実施状況

決算額： (ア)目的

5,677千円 農業協同組合法、森林組合法、水産業協同組合法、農業災害補償法に基づき、

一般財源： 農林水産業組合の業務及び会計について検査を行い、農林水産業組合の健全な発

5,677千円 展と組合員利益の保全を図る。

(イ)事業の実施状況

①検査実施組合数及び検査指摘項目数 （単位：件）

組 合 種 別 検査実施 指 摘 内 訳 備 考

組 合 数 項目数 主 要 その他

農 業 協 同 組 ４組合 １６８ １２９ ３９ 総合農協３組合(うち農政局

合 要請検査１組合)､専門農協

１組合

森 林 組 合 ６組合 ４１ ３０ １１ 常例検査４組合、認定検

査５組合（うち２組合は

認定検査のみ）

漁 業 協 同 組 ７組合 １１４ ９６ １８ 沿海漁協３組合、内水面漁

合 協３組合､専門漁協１組合

農 業 共 済 組 ３組合 ４６ ３７ ９

合

計 ２０組合 ３６９ ２９２ ７７

②主な検査項目

・ コンプライアンス態勢、内部けん制態勢、リスク管理態勢の確立

・ 財務の健全性、決算・会計の的確性

・ 信用事業及び共済事業の適正性及び不正事項の未然防止

・ 資産査定の正確性、償却・引当の適切性

・ 前回検査指摘事項の改善状況等

イ 平成21年度実施に当たり改善等に取り組んだ点

・ 広域漁業協同組合検査に、非常勤検査員（平成17年から任命している公認会

計士）も従事することにより、その充実を図った。

ウ 成 果

・ 公認会計士、金融機関業務に精通した金融機関ＯＢを非常勤検査員として任

命することにより検査体制が充実し、検査を円滑に実施することができた。

エ 課 題

・ 農林水産業組合の検査が、組合の健全な発展と組合員利益の保全により資す

るよう、農林水産省の研修等を通じた検査業務従事職員の検査能力の向上、及

び公認会計士や金融機関ＯＢ等非常勤検査員の検査従事日数、検査対象業務の

拡大等、積極的な活用による検査体制の充実強化を図る必要がある。

・ また、検査指摘事項が速やかに改善されるよう、指導部門である農林水産部

と緊密な連携を図る必要がある。
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事 業 名 概 要

公益法人管 ア 目的及び事業の実施状況

理事務費 (ア)目的

決算額： 特例民法法人の指導監督及び宗教法人に係る規則認証等を行い、適正な運営の

1,952千円 確保を図る。また、公益法人制度改革に係る対応を適切に行い、特例民法法人の

一般財源： 新公益法人制度への円滑な移行を図る。

1,942千円

使用料及び (イ)事業の実施状況

手数料:

10千円 【公益法人】

（１）特例民法法人（従来の公益法人は平成20年12月1日から特例民法法人として

存続。知事所管は154法人。）の指導監督を行った。

①許認可

・ 定款、寄附行為の変更認可（19件）

・ 解散及び残余財産の処分の許可（6件）

②検査

・ 法人への立入検査（10法人）

③運営等の相談対応

・「公益法人の設立許可及び指導監督基準」等に従って法人運営を行う特例

民法法人から随時入る相談に、対応を行った。（24件）

④調査

・ 特例民法法人概況調査（内閣府）

→結果は「特例民法法人に関する年次報告」を「とりネット」で公開した。

（２）公益法人制度改革への対応

①審議会

鳥取県公益認定等審議会（平成21年度 ３回開催）

・委員５名（駒井会長外４名）

②研修会

・公益法人会計基準等に関する説明会（H21.7.1）

→ 参加法人143法人、参加者数（県所管課職員含む）250人

・所管課研修会（H21.4.16）

→ 参加した所管課56課、参加者数87人

③新公益法人移行に係る相談への対応

・チェックリストによる法人代表者等との個別相談会（53法人）

・法人担当者又は所管課職員からの電話やメールによる相談（101件）
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事 業 名 概 要

④調査

・公益法人改革に関するアンケート調査（H22.1月）

県内特例民法法人の新公益法人制度に係る移行の方針・検討状況等

を把握し、今後の相談や移行申請受付等の業務の参考とする。

⑤認可

・ 最初の評議員の選任方法の認可（1件）

【宗教法人（1,531法人）】

①規則認証等の事務手続

・規則の変更の認証（１５件）

・合併の認証（３件）

・認証した旨を附記した宗教法人の規則の謄本の再交付（１６件）

・登録免許税減免の証明等（１２件）

②不活動宗教法人の解散（８件）

③相談業務（５０件）

イ 平成21年度実施に当たり改善等に取り組んだ点

・ 公益法人制度改革により全ての特例民法法人（従来の公益法人）は平成25年

11月末までの移行期間内に移行手続等が必要となるため、法人研修会、個別相

談会等を実施し、円滑な移行への理解の促進に努めた。

・ 不活動宗教法人を放置すると、その法人格が売買の対象とされる等、様々な

問題が生じる可能性があるため、不活動宗教法人の解散の指導に努めた。

ウ 成 果

・ 公益法人制度改革の内容の周知、きめ細やかな相談対応、鳥取県公益認定等

審議会の運営、特例民法法人の指導検査等については、計画的に実施すること

ができた。

・ 不活動宗教法人の各関係者に対して、解散に対する理解と協力、同意を得

て、解散の手続きを進めることができた。

エ 課 題

・ 新公益法人制度が平成20年12月1日に施行されて以来１年数か月経ち、法人

からの移行に関する相談は具体の申請内容に関連するものとなっている。こ

れらの相談に丁寧に対応するとともに、新制度の案内及び移行についての検討

状況の問い合わせ等を度々行うにもかかわらず一向に動きが見られない法人に

対しては、事務所等へ直接出向き、早期の内部検討を促すなど、引き続き、法

人の新制度への円滑な移行を推進することが重要である。
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７ 決算調書

（総括表）

（単位：円）

予 算 現 額 支出済額 支出済額の内訳

区 科 目 当初予算額 補正予算額 継続費及び 予 備 費 計 翌 年 度 差引増減額 備 考

分 繰越事業費 支出及び Ａ Ｂ 本 庁 出納機関 繰 越 額 Ａ-Ｂ-Ｃ

繰 越 額 流用増減 Ｃ

歳 諸 費 2,713,000 2,713,000 1,951,921 1,951,921 761,079

出

農業総務費 6,030,000 6,030,000 5,677,136 5,677,136 352,864

合 計 8,743,000 8,743,000 7,629,057 7,629,057 1,113,943

手 数 料 13,000 13,000 10,400 10,400 2,600

同

上

財 小 計 13,000 13,000 10,400 10,400 2,600

源

内 一般県費

訳 充 当 8,730,000 8,730,000 7,618,657 7,618,657 1,111,343

合 計 8,743,000 8,743,000 7,629,057 7,629,057 1,113,943
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８ 事業別実施状況調べ

（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と

実績・成果

（諸 費）

（主）

公益法人管理事務費 2,713,000 1,951,921 0 761,079

目 計 2,713,000 1,951,921 0 761,079

（農業総務費）

（主）

協同組合等検査事業 6,030,000 5,677,136 0 352,864

目 計 6,030,000 5,677,136 0 352,864

合 計 8,743,000 7,629,057 0 1,113,943

９ 予備費の充用調べ 該当なし

１０ 繰越関係調べ

（１）継続費逓次繰越調べ 該当なし

（２）繰越明許費調べ 該当なし

（３）事故繰越調べ 該当なし
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１１ 収入証紙取扱額調べ

収 入 科 目 件数 単 価 証紙はりつけ額 備 考

目 節 細 節 （円） （円）

01総務手数料 01総務管理手数料 01 宗教法人規則

謄本再交付手数料 １６ 650 10,400

計（節） １６ 10,400

本庁執行分計（目） 10,400

出納機関執行分計（目） －

目 計 10,400

合 計 10,400

１２ 収入事務処理状況調べ

（１）分担金及び負担金 該当なし

（２） 使 用 料 該当なし

（３） 手 数 料

（単位：円）

収 入 科 目 件数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法 備考

目 節 細 節 令名等

01総務手数料 01総務管理 01宗教法人 １６ 10,400 10,400 0 0 鳥 取 県

手数料 規則謄本再 手 数 料

交付手数料 徴収条例

計（節） １６ 10,400 10,400 0 0

本庁執行分計（目） １６ 10,400 10,400 0 0

出納機関執行分計（目） － － － － －

目 計 １６ 10,400 10,400 0 0

合 計 １６ 10,400 10,400 0 0

（４）財産収入 該当なし

（５）寄付金 該当なし

（６）諸収入 該当なし
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１３ 税外収入未済額調べ 該当なし

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ 該当なし

１５ 税外収入不納欠損額調べ 該当なし

１６ 債務負担行為の状況調べ 該当なし

１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

（１）負担金

（単位：円）

予算科目 予算額 区分 負担金の名称 支出先 負担 支 出 支 出 支出の根 備考

（目） 率 年月 日 金 額 拠法令名

等（規約

要領等を

含む）

諸 費 371,000 単県 平成２１年度公益認定 内閣府公益 定額 H22.3.2 370,630 － 新規

等総合情報システム利 認定等委員

用負担金 会事務局長

支出額が10万

円未満のもの －

本庁執行分計 370,630

出納機関執行 －

分計

目 計 370,630

合 計 370,630

（２）補助金 該当なし

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの） 該当なし

（３）交付金 該当なし

（４）委託料 該当なし

（４－２）委託料（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

１８ 工事請負費調べ 該当なし

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

１９ 財産に関する調べ

（１）公有財産 該当なし

（２）金券類の受払状況

（平成２２年３月３１日現在）

種 別 前年度末 本 年 度 中 本年度末 備考

購 入 額 使 用 額

郵便切手 720円 9,840円 10,240円 320円

収入印紙 0円 12,500円 12,500円 0円

合 計 720円 22,340円 22,740円 320円

（３）基 金 該当なし

（４）債 権 該当なし

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ

（１）土地及び建物 該当なし

（２）物品（１品の取得価格が１００万円以上のもの） 該当なし

２１ 借受不動産明細調べ 該当なし
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２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ

（１）職員住宅 該当なし

（２）職員駐車場 該当なし

２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

２４ 寄附物件の受納状況調べ 該当なし

２５ 備品の処分状況調べ 該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし

２７ 貸付金等状況調べ

（１）総括表 該当なし

（２）償還状況 該当なし

２８ 意見、要望等

（１） 業務に関する意見、要望等 該当なし

（２）監査委員事務局に対する要望等 該当なし


